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株式会社紀陽銀行（頭取：松岡 靖之）は、「地方創生」に向けた事業性分野の取り組みとして、「平

成３０年度『紀陽イノベーションサポートプログラム』」（以下、本事業）を実施しますので、下記の

とおりお知らせいたします。 

本事業は、新技術・新サービスによる新規事業の創出をめざす事業者の皆さまから事業テーマを広

く募集し、事業テーマの「革新性」「実現可能性」等について評価をおこない、優れた研究開発テーマ

に対して事業化に向けた支援計画を策定します。その後、課題に応じた適切な支援をおこない、研究

開発奨励金を支給します。 

平成２７年度に取り組みを開始し、これまでにのべ１９社を採択し、伴走支援を実施しています。 

紀陽銀行は本事業を通じて、新技術・新サービスによる新規事業の創出をめざす事業者の皆さまを

支援し、地域経済の活性化や既存産業の付加価値向上に貢献してまいります。 

記 

１．「紀陽イノベーションサポートプログラム」概要 

ご応募いた 

だ け る 方 

 以下の条件をすべて満たす法人または個人。また、学生による研究グループ

も含みます。 

・原則、当行営業エリア（和歌山県、大阪府、奈良県）内に本社もしくは事 

業所を置いていること。 

・創業後まもない企業やベンチャー企業※1、新技術・新サービスによる新規 

事業の創出をめざす事業者※2であること。 

・「大学など外部研究機関との共同研究※3や企業連携による事業の創出」ま 

たは「生産性向上に資する新たなサービスの創出（社会課題の解決に貢献 

する事業等）」に取り組んでいる（または取り組む予定の）事業者である 

こと。 

※1 大学等の研究機関に属し、研究テーマ等の事業化をめざしている研究者を含みま

す。ただし、2019 年 1 月までに法人を設立していることが必要となります。 

※2 過去の本事業に採択され、現在サポートを受けている事業テーマを有する企業は、 

原則ご応募いただけません。 

※3 共同研究にかかる契約を締結している、または締結する予定であることが必要と 

なります。 

対象となる 

テ ー マ 

外部研究機関との共同研究や企業連携または独自のビジネスシーズを通じて、３

年を目処に新技術・新サービスによる新規事業の製品・サービスの提供開始をめ

ざす取り組み。 

※過去に申請のあったテーマと同一のテーマは原則対象外とします。 

 
【地方創生】「紀陽イノベーションサポートプログラム」の実施について 

～地域の事業者の皆さまの新事業・研究開発を支援します！～ 



応 募 方 法 
新技術・新サービス開発の主体となる事業者様にご応募いただきます。 
当行所定の応募申請書に必要事項を記入し、必要書類を添付のうえ、事務局あて
に書留郵便にて郵送してください。 

事 務 局 ・ 
応募申請書 
送 付 先 

〒５９０－０９５２  
大阪府堺市堺区市之町東１丁１番１０号(紀陽堺ビル４階) 
株式会社紀陽銀行 営業支援部 ピクシス営業室  
（℡０７２－２２１－１２６３） 

※応募申請書は、紀陽銀行ホームページよりダウンロードしてください。 

 http://www.kiyobank.co.jp/business/various_info/business_help.html 

応 募 期 間 ２０１８年１０月２９日（月）～２０１８年１２月１７日（月） 

評   価 

応募いただきました研究開発テーマについて、公的支援機関（中小企業基盤整備
機構近畿本部等）や有識者など第三者機関を中心に構成する評価委員会により、
「革新性」「市場性」「実現可能性」「事業化に向けた体制」等、総合的に判断い
たします。 

支 援 内 容 

（１） サポートプログラムの策定 
事業計画のブラッシュアップおよび、商品化・事業化に向けたサポートプログ
ラム（支援計画）を策定します。 

（２） 事業ステージに応じた、適切なサポートの実施 
事業化に向けた取り組みの成果や課題に応じて、専門家等と協議しながら適切
な支援メニューを実施し、新規事業の製品・サービスの提供に向けて事業者と
一体となって取り組みます。 
・サポートプログラム（事業計画）の策定内容に基づく支援 
・当行企業支援アドバイザーによる技術相談 
・当行連携の産官学各機関との仲介支援 
・自治体の実施する支援策やファンド等の活用に向けた支援 
・中小企業基盤整備機構近畿本部と連携した支援メニューの実施 
 （経営相談、販路拡大支援等） 

（３） 研究開発奨励金の支給（１テーマあたり、総額５０～２００万円） 
・採択時に、原則５０万円を支給します。 
・採択以降、サポートプログラム実施期間中においては、年度ごとに進捗確認 
をおこないます。 

・新規事業の製品・サービスの提供を開始した年度、または採択後３年終了時 
点で成果の確認をおこない、事業化に一定の進捗が見られた場合に、奨励金 
の追加支給の可否および支給額を判断します。 

・追加支給の実施時期は成果の確認をおこなった年度末（３月）です。 
・これらの判断については、事務局に一任されるものとし、採択企業は事務局 
から依頼があった場合には各資料の提出に応じていただく必要があります。 
 

※進捗状況により、奨励金の支給を停止する場合があります。 

支 援 期 間 採択された研究開発テーマ毎に、３年を目処といたします。 

 

以 上 

http://www.kiyobank.co.jp/business/various_info/business_help.html
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